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2) 赤岡功｢コ/ティンyェ/シー .セオリー と組織内関係論の環境理解｣『経済論叢』第122巻第
314号,1978年9･1()月,を参照｡












の うち.契約 .提携や役員の交流は,ある限 られた領域に関する限定的な協調


















ォーマンスについて, これまでに実施されたい くつかの調査を中心に しながら.
みてい くことにする6'o
II 関係会社集団の構成と意志決定
1) 関係会社の数o公正取引委員会の調査 (以後公取吉村査 と略称)にはノ ア
ソ ケ ト対象企業の全国証券市場上場企業1,524社 (金融業を除 く)の うちの.
1,193杜が回答 している(回答率783%)が,それによると1,193社のうち,関係
会社を全 くも-1ていないのは.94社 (7.9%)であり,関係会封二数が 1社か ら10
社以下の企業は622社 (52.1%)あ り,全体の約 6割の企業は,関係会社を少数




している企業は33社 (17.8%) ある｡ これ らの企 業が関係会社集団を形成 して
い る代表的な企業 とみられるDなお,生産性本部調査 (1973年調査)において
ら,資本金50億円以上の企業179社の関 係 会社数は1社当り平均25･5社 となっ
ている (同調査,表 1)0
2) 関係会社設立の目的,閲係会社集団形成の理由O この点については公取











4 (112) 第124巻 第314号
と(同調査,衰1-5),有効回答262杜が設立した関係会社総数6,519社 のうちの,






算部門の切 り離 しのため (46社,0.7%)と,親会社の人事ローテーションの円
亨骨化のため (例えば出向人事によって,親会社の人事硬直化を打開することな


















関係会社集団の構鼠 薄志決定およひその影響 (113) 5


































に輸送 ･保管を朗係会社で行 なうとい うのは多 くない｡つま り,製造業は,そ
の製品の販売,原料 ･部品の調達.技術 ･ノウノ､クの面での関係会社葉団の形
成を行なってお り, これ らの団での不確実性U)減少に努めているもの と考 えら
れ る｡
しか し,各関係会社 の全取引に占める親会社 との取引の割合は不 明であるた
め′垂直的展開によ り, どの程度,取引が外部の市場に出ず,内部化 されてい
るかは,わか らないが,大企業の多 くは′関係会社集Eflの形成によ り.外部市




























8 (116) 第124巻 第3･4号
お り,継続的な業務の運営についても調整,関与しうる体制となっていると考
えられるo Lかし,要員計画 (特に採用計画) (66社24.4%),給与水準その他
の労働条件 (62社23･0%) 描,親企業が関与することに関心をもつ程度は余 り




















社の役員となっている場合 (兼任役員) と,親会社を退社 し⊂関係会社LT.)役員
になっている場合 (移斧役員と呼ぶ) とがあるOさて,公取調査によると兼任
役員を受け入れている関係会社は.94.4%の高率であり (同調査,蓑10),生産
性本部調査でも90.6%である (同調査 表5)09割以上の関係会社が, 親会社
関係会社集団の構庇 意志決定およびその影響 (117) 9
に現に第を有する者を役員として受け入れている｡しか も,その数は 1社当 り
3.6人の多数にのはる (公取調査′蓑10).ただし, これらのうちの大部分は非
常勤役員であり,関係会社に社会的信用を与えるためにただ名を連ねている場
合 もあり,意志決定にタ ッチしていない場合 もあるといわれる｡そこで,常勤
役員になっている兼任役員をみると, これを受け入れている関係会社は74･7%









































































































イ巨経協調査では′ 親会社に対してこの問題を問うている｡ それによると (同
調査,表517),親会社のみるところでは,親会社の関係会社管理が,関係会社
の実情を無視してお り (54社,200%),親会社の御都合主義になっており (75
社,27.8%)ノ親会社の関係会社管理方針が不明確,ないし,一貫性を欠いてい











うのと,親会社が出向境の意 見を尊重して行 う (160社,60.6%)という回答を
あわせて,親会社が何 らかの形で最終的に行 うといえるのは,190社 (72.0%)
になる (同調査,表7-7)o逆に.出向先が何 らかの形で最終的に行なうという
のは40社 (15.1%) と少ないOそして,有能な者が出向したがらない (90社,
14(122) 第124巻 第34号
33.3%)が,他~万,出向先から復帰することを好まず, 人材育成 El的が果 しに









重では.｢出向先企業 と身分的 ･給与などの処遇上の差別が生 じ｣当該企業の




58.1%) という格上げ出向が多 く, トップからトップ (83社,30.7%)ノ管理者




なるoまた, トヅプのポス ト 管理職のポス トを出向者に占められ,昇進の機
































ては,プラス面 もマイナス面 もあるo Lかし,雇用面からみて関係会社がない
よりはある方がよいという意味では彼 らにとってもプラス面が大きいといえる























































18 (126) 第124巻 第3･4号
背の弾力化をはかってお り,大企業の経営にとって関係会社集団の形成と運営








































同センター 『関連会社管理システムの研究- 研究報告書』1976年3月O 調
査対象 不詳
回収 185初二
(6) 日本能率協会調査
同会コンサルティンク事業本部 『関係会社管理に関する実態調査報告書』1978
年 1月｡
調査対象 東証一部上場会社のうち連結子会社が1杜以上ある会社502杜O
回収 133社
(荏) ここでの関係会社の定義は,調査好象会社が,管理の対象にしている会
社であり,持株率の多寡は問わず,海外o)関係会社は除外している.
(7) ｢関係会社の管理と会計｣研究会調査
青木茂男編 『関係会社の管理と会計』1975年に所収｡
調査対象 不詳
回収 136杜
(付記) 本桐は,科学研究費 ｢国際的展開における日本型経営の特色と適応能力の
研究｣ (代表者,高寺貞男)による研究の一部である.
